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１．農業生産基盤の整備・保全 

（１）国営かんがい排水事業の実施状況 

                                             

図表 4-1  国営かんがい排水事業地区一覧（令和元(2019)年度）           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：東北農政局作成 

 

 （国営かんがい排水事業は、23 地区で実施） 

〇 国営かんがい排水事業は、農業生産の基礎となる水利条件を整備し、農業用

水の確保・安定供給と農地の排水改良を図る事業です。 

〇 令和元(2019)年度は、北海道 31 地区、東北 23 地区、関東 14 地区、北陸 10 地

区、東海５地区、近畿６地区、中四国７地区、九州 12 地区、沖縄３地区で事業

を実施しており、東北は全国（111 地区）の約２割を占めています（図表 4-1）。 
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（２）国営総合農地防災事業の実施状況 

 

図表 4-2  国営総合農地防災事業地区（令和元(2019)年度）              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東北農政局作成 

 

 （国営総合農地防災事業は、１地区実施中） 

〇 国営総合農地防災事業は、自然的・社会的な状況の変化に起因した農用地・

農業用施設の機能低下や災害発生のおそれに対処するため、農業用用排水施設

等を整備し、施設の機能回復や災害を未然に防止することにより、農業生産の

維持及び農業経営の安定と合わせて、国土の保全を図る事業です。東北では、

令和元(2019)年度、青森県（１地区）で事業を行っています（図表 4-2）。 
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図表 4-3  管内国営事業の実施地区                          

 

資料：東北農政局作成 
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（３）ため池対策の実施状況 

                                             

図表 4-4  放射性物質対策の状況（福島県内ため池数、令和２(2020)年３月末時点）       

 

区 分 
対策工 
申請数 

対策完了数 
対策完了 
割合(％) 

(令和元(2019)年 
３月末時点) 

(令和２(2020)年 
３月末時点) 

②  ② ③ ④＝③／① 

市
町
村 

県 北       230        100           160  70 %  
県 中       125         59            77  62 %  
県 南        26         17            27  104 %※ 
相 双       312         95           154  49 %  
いわき         3       -             3  100 %  

福島県        21           -             -          - 
合 計       717         271           421  59 %  

資料：福島県作成資料からの引用 ※福島県申請地区の対策完了数は、各市町村(県北～いわき)に含む。 

よって、県南の対策完了割合が 100%超の 104%となる。 

 
 

図表 4-5  放射性物質対策の状況（福島県内市町村数、令和２(2020)年３月末時点）         

 

区 分 
対策 

取組数 

対策完了数 
対策完了 
割合(％) 

(令和元(2019)年 
３月末時点) 

(令和２(2020)年 
３月末時点) 

④  ② ③ ④＝③／① 
県 北        8              1             2  25 %  
県 中        6              2             5  83 %  
県 南        3              -             2  67 %  
相 双        9              -             3  33 %  
いわき        1              -             -  0 %  
合 計       27              3            12  44 %  

資料：福島県作成資料からの引用 

 

 （福島県内のため池の放射性物質対策は、交付申請 717 か所に対して完了 421 か所） 

〇 福島県内の中通り・浜通り地域の貯水している農業用ため池では、東京電力

福島第１原子力発電所事故により飛散した放射性物質が、主に底の泥と結合し

て溜まっています。 

〇 営農利用時のため池水位の低下や災害等の泥流出による周辺環境への負荷軽

減のため、福島県及び関係市町村は、福島再生加速化交付金を利用し、ため池

の泥を除去するなどの対策工事を実施しています。 

〇 対策工事は、令和２(2020)年３月末時点で、717 か所申請があり、うち、421

か所で完了しています（図表 4-4、5）。 

 

ポンプ浚渫 

バックホウ直接除去 

強力吸引車 

（ﾊﾞｷｭｰﾑｶｰ） 

ポンプ浚渫 
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（多面的機能支払交付金の取組面積は、44 万 2,600 ㏊） 

〇 東北における日本型直接支払制度（多面的機能支払交付金）の取組面積は、

平成 30(2018)年度には、前年度に比べて 0.9％増加し、44 万 2,600ha となりま

した（図表 4-6）。 

 〇 各県別に、取組面積をみると、秋田県（９万 7,600ha）が最も多く、次いで山

形県（８万 5,300ha）、岩手県（７万 7,300ha）の順となっています（図表 4-7）。 

〇 全国に占める東北の割合をみると、取組面積の 19.3％となっています。 

２．農村の持つ多面的機能の発揮 

（１） 日本型直接支払制度（多面的機能支払交付金）の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

図表 4-6  取組面積の推移（平成 30(2018)年度）                                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 4-7  支援別取組面積（平成30(2018)年度）                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：農林水産省調べ 

 注：１）農地維持支払とは、農用地、水路、農道等の地域資源について、地域共同で行う、水路の草刈り、泥上げ、

農道の砂利補充等の日常管理と、地域資源の適切な保全管理のための体制づくり等の推進活動を行う組織

に対する支援のこと。 

   ２）資源向上支払（共同活動）とは、水路、農道等の施設の軽微な補修、生態系保全や景観形成等の農村環境の

保全活動等を行う組織 に対する支援のこと。 

   ３）資源向上支払（長寿命化）とは、老朽化した農業用用排水路等の施設の長寿命化のための補修・更新等を行う

組織に対する支援のこと。 

   ４）取組面積（全国・東北）の東北の値と支援別取組面積（全国・東北及び県別）の東北、各県の値はデータご

とに四捨五入するため、一致しない場合がある。 

   ５）平成 30(2018)年度の数値は、平成 31(2019)年３月末時点で取りまとめた値 
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（中山間地域等直接支払交付金の取組面積は、７万 200ha） 

〇 東北における日本型直接支払制度（中山間地域等直接支払交付金）の取組面

積は、平成 30(2018)年度には、新規取組の追加等により、前年度に比べて 0.4％

増加し７万 200ha となりました（図表 4-8）。 

〇 各県別に取組面積をみると、岩手県（２万 4,000ha）が最も多く、次いで福島

県（１万 5,300ha）、秋田県（１万 400ha）となっています（図表 4-8）。 

〇 全国に占める東北の割合をみると、取組面積の 10.6％となっています。 

 

（２）日本型直接支払制度（中山間地域等直接支払交付金）の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 4-8  取組面積の推移（平成30(2018)年度）                                    

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：農林水産省調べ 

 注：１）取組面積（全国・東北）の東北の値と取組面積（県別）の各県の値は、データごとに四捨五入するため、一

致しない場合がある。 

   ２）平成 30(2018)年度の数値は、平成 31(2019)年３月末時点で取りまとめた値 
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（環境保全型農業直接支払交付金の取組面積は、1 万 8,800 ㏊） 

〇 東北における日本型直接支払制度（環境保全型農業直接支払交付金）の取組

面積は、同一ほ場における複数回の取組への支援を廃止したこと等により、平

成 30(2018)年度は、2,300ha（11％）減少し、1 万 8,800ha となりました（図表 

4-9）。 

〇 各県別に、取組面積をみると、山形県（6,300ha）が最も多く、次いで宮城県

（4,300ha）、岩手県（3,700ha）の順となっています（図表 4-9）。 

〇 全国に占める東北の割合をみると、取組面積の 23.6％となっています。 

 

（３）日本型直接支払制度（環境保全型農業直接支払交付金）の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 4-9  取組面積の推移（平成 30(2018)年度）                                              

 

 

資料：農林水産省調べ 

 注：１）取組面積（全国・東北）の東北の値と取組面積（県別）の各県の値は、データごとに四捨五入するため、

一致しない場合がある。 

   ２）平成 30（2018）年度の数値は、平成 31（2019）年３月末時点で取りまとめた値 
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